
参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

★ Ｄ 15 - 1 - 2 平成２６年４月時点

【事業概要及び東日本大震災の被害との関係】

１．事業の目的

２．事業（委託業務）の内容

【過年度の取り組みと平成26年度事業との関係】

【参考】

回答日

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 60,000 （千円）

事業番号

要綱上の事業名称 （３９）地域振興・産業誘致に向けた調査事業

細要素事業名
山田地区市街地再生のための基本計画（産業集積等事業化計画）策定に係る調査事
業

　本町では、ＪＲ山田線陸中山田駅周辺を津波復興拠点（中心市街地エリア）として位置づ
け、中心市街地を復興するべく各種検討・調整を進めており、平成25年度は「山田地区津波
復興拠点利活用検討委員会｣を中心に、中心市街地の復興方策、商業集積のあり方、共同店舗
のあり方などの検討を行った。また、山田地区低地部（国道４５号沿道）においては、土地
区画整理事業の実施に向け各種検討・調整を行うとともに、産業施設立地の可能性などを
探ってきた。
　本事業は、上記のようなこれまでの取り組みを踏まえ、復興庁から公表された｢住宅再建・
復興まちづくりの加速化措置（第四弾）｣の支援策の活用も視野に入れて、津波復興拠点（中
心市街地エリア）と低地部が効果的に連携し、まちなかの再生・活性化に資するよう、産業
集積等の早期実現に向けた事業化計画策定のために必要な調査を実施するものである。

平成２６年度
「まちなか再生計画」を見据えた産業集積等事業化計
画策定のための調査

60,000千円

区　　分

平成26年度事業費

後年度の見直等に係る経費については別
途積算の必要

合 計

60,000千円

0千円

60,000千円

事業費 内　　容

今 回 提 出 額

未 提 出 額

提 出 済 額

実施設計/区画整理の換
地設計等（D-17-11、★
D17-3-4）

拠 点 エリアの商業集

積化計画

低 地部 の産業集積

等基本計画

基本設計/区画整理の概
略換地設計/区画整理の

都市計画決定・事業認可
（D-17-2）

区分
山  田  地  区  市  街  地

嵩上部エリア（陸中山田駅周辺等） 低地部エリア（国道４５号沿道）

Ｈ
24

基本設計/区画整理の概
略換地設計/区画整理・津
波拠点の都市計画決定・

事業認可（D-15-1、Ｄ-17-
1）

Ｈ
25

拠点エリアの土地利用、施
設配置計画、商業集積の
あり方の検討（★D15-1-

1）

実施設計、区画整理・津波
拠点の換地設計等（D-15-
1、D-17-6、★D17-3-2）

Ｈ
26
以
降

「まちなか再生計画」を見据えた
産業集積等事業化計画策定（調査）

津波復興拠点事業の事業

区域の検討、拠点エリアの
概略土地利用計画案の検
討（D-15-1、D-20-1）

低地部土地利用の可能性
の検討（D-20-1）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 15 - 3 - 1 平成２６年４月時点

【事業概要及び東日本大震災の被害との関係】

【当面の事業概要】
＜平成２６年度＞

実施設計等
本工事費等
年度計

事業費合計

【事業位置図】

※関連する基幹事業:D-15-1

【参考】

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

13,828千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の事業名称 （11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 山田地区津波復興拠点排水施設整備事業

全体事業費 123,590 （千円）

　本事業は、山田地区の津波復興拠点整備事業区域における汚水及び雨水の排水に必
要な下水道整備を行い、被災者の早期の移転及び産業の集積等を図るものである。

今 回 提 出 額 123,590千円 平成26年度事業費

109,762千円
123,590千円

123,590千円

区　　分 事業費 内　　容 回答日

提 出 済 額

未 提 出 額 0千円

合 計 123,590千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 4 平成２６年４月時点

【事業概要及び東日本大震災の被害との関係】

【当面の事業概要】

＜平成26年度＞

＜平成27年度～平成32年度＞ （20,000千円×6カ年）

事業費合計（※）

※事業期間を山田町復興計画の最終目標年度である平成32年度までとした想定額であること。

【事業位置図】

※関連する基幹事業:D-17（山田地区）

【参考】

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

２．事業（委託業務）の内容

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１）市街地整備コーディネート事業

細要素事業名 山田町復興事業推進支援事業

全体事業費 140,000 （千円）

１．事業の目的

　本事業は、山田町復興計画等に基づいた復興事業を円滑に推進するため、事
業・工事間の調整および課題検討の他、復興に関する様々な情報を発信しながら
日々変化する住民意向を把握し計画に反映させるなど、各事業にわたる継続的・
横断的な調整を図ることを目的とした事業である。

　（２）復興交付金事業計画等策定支援業務

　（１）復興事業コーディネート業務

　復興交付金事業等の進捗状況及び工事工程を確認・調査し課題を検討するた
め、国・県・町・請負業者等の関係機関が出席して行う工程会議等のコーディ
ネート業務を行う。

20,000千円

120,000千円

140,000千円

特に山田地区の区画整理事業を
基軸とした中心市街地のまちづ
くり検討に時間を要することが
見込まれること

区　　分 事業費 内　　容 回答日
提 出 済 額
今 回 提 出 額 20,000千円 平成26年度事業費
未 提 出 額 120,000千円 平成27年度以降事業費
合 計 140,000千円

　復興交付金事業計画等の各計画に被災者の再建意向等を的確に反映させるた
め、事業への住民理解を図るための情報周知と意向（意識）調査を実施する。ま
た、この調査成果に基づく復興交付金事業計画や復興整備計画等の見直しが必要
になることから、その作業の円滑化を図るためのデータ調整・管理を行う。



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 5 平成２６年４月時点

【事業概要及び東日本大震災の被害との関係】

１．事業の目的

２．事業（委託業務）の内容

※特に関連する基幹事業：D-17

【参考】

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の事業名称 （1）市街地整備コーディネート事業

細要素事業名 山田町復興まちづくり計画等策定支援事業（調査）

今 回 提 出 額 18,000千円 平成26年度事業費

土地利用方針図（作成中）のイメージ

　これまで町では、各地区のまちづくりの

ハード整備計画については区域や計画人口

（戸数）といった事業規模・内容を検討す

るとともに、新たな市街地や集落形成を見

込んだ建築物の規制や誘導のあり方の見直

しなど、全町的視点から土地利用方針の検

討を行ってきたところである。（検討業

務：★D17-1-1「山田町復興まちづくり計画

等検討・見直し事業」による）

　平成２６年度はこれまで進めてきた上記

検討の成果をもとに、復興まちづくり計画

を実現するための規制・誘導のあり方に関

する詳細検討を各事業地区単位で行うこと

が必要となる。

　本事業は、この検討の必要性を踏まえ、

次の２に示す調査業務を実施するものであ

る。

平成２６年度
復興まちづくり計画を実現するための規制・誘導のあり方
に関する調査

18,000千円

全体事業費 18,000 千円

提 出 済 額

区　　分 事業費 内　　容 回答日

後年度の見直に係る経費につい
ては別途積算の必要

未 提 出 額 0千円

合 計 18,000千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 3 - 4 平成２６年４月時点

【事業概要及び東日本大震災の被害との関係】

【当面の事業概要】
＜平成２６年度＞

調査設計費
＜平成２７年度＞

調査設計費
＜平成２８年度＞

調査設計費

事業費合計

【事業位置図】

※関連する基幹事業

:D-17-2・11

【参考】

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の事業名称 （４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 山田地区都市再生区画整理調査設計事業－危険区域

区　　分 事業費 内　　容 回答日

全体事業費 1,198,681 （千円）

　本事業は、山田地区都市再生区画整理事業（危険区域）（被災市街地復興土地区画
整理事業）の施工にあたり、調査測量・実施（換地）設計等の業務を実施するもので
ある。

土質調査、換地設計、補償調査、換地・補
償説明補助等294,684千円
基準点測量、街区・画地確定計算、土質調
査、補償調査、換地・補償説明補助等241,837千円
補償調査、修正換地設計、換地・補償説明
補助等662,160千円

1,198,681千円

提 出 済 額

今 回 提 出 額 294,684千円 平成26年度事業費

未 提 出 額 903,997千円 平成27年度以降事業費

合 計 1,198,681千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 5 - 1 （前回提出：平成25年8月20日）

の増)

【事業概要及び東日本大震災の被害との関係】

【当面の事業概要】 （ ）
＜平成２５年度＞

実施設計費 （ ）
＜平成２６年度＞

調査設計費 （ ）
＜平成２７年度＞

調査設計費 （ ）

事業費合計 （ ）

【事業位置図】

関連する基幹事業

・前回提出時

:D-17-1・6

・変更増分

:D-17-2・11

【参考】

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。都市再生区画整理調査設計事業-危険区域

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

平成26年4月変更
事業区域の拡大（危険区域分）
に伴う事業費の増

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

128,000千円

要綱上の事業名称 （7）市街地整備事業予定地区のがれき除去・撤去事業

細要素事業名 山田地区都市再生区画整理がれき除去・撤去事業

変更後 前回提出時

全体事業費 966,000 （千円） （前回提出時 128,000千円

　東日本大震災において、山田地区では波高約８ｍの津波により防潮堤や河川堤防が

破壊され、その結果1,300 棟が全壊、284 名の死亡者が発生するという事態が生じ

た。

　本事業は、山田地区土地区画整理事業の早期着手のため、工事の支障となる建築物

基礎及び道路舗装等の構造物を除去・撤去するものである。

：838,000千円

128,000千円

526,500千円 0千円

311,500千円 0千円

966,000千円 128,000千円

※第８回復興交付
金事業計画におい
てD-17-11について
平成26年度事業費
（工事費）の配分
決定があったこ
と。

区　　分 事業費 内　　容 回答日

提 出 済 額 128,000千円 平成25年度事業費 H25.8.20

今 回 提 出 額 526,500千円 平成26年度事業費

未 提 出 額 311,500千円 平成27年度事業費

合 計 966,000千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 1 平成２６年４月時点

【事業概要及び東日本大震災の被害との関係】

【当面の事業概要】

　＜平成２５年度＞ （ ）

※実績額 （ ： 20 本 × ）

　＜平成２６年度＞

※見積額 （ ： 40 本 × ）

　＜平成２７年度＞

（ ： 12 本 × ）

（ ： ）

（ ： ）

（工種別内訳については当初積算より変更なし）

※参考 （ ）

（ ： 72 本 × ）

（ ： ）

（ ： ）

【参考】

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと
に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 487,617 （千円）

　東日本大震災により町内防災無線の屋外子局102局中の36局が被災した。

　本事業は、今般、防災集団移転促進事業等により高台移転する者に対し、防災行政無線の傍

受環境を整備するものである。

当 初 積 算 内 容

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（20）防災行政無線整備

細要素事業名 防災行政無線設備整備事業

 移動局整備 146,481千円 146,481千円 一　式

 屋外拡声子局整備（21本） 88,200千円 94,760千円 4,738千円

 屋外拡声子局整備（41本） 222,000千円 189,520千円 4,738千円

 屋外拡声子局整備（10本） 30,936千円 56,856千円 4,738千円

事業費合計 487,617千円 487,617千円 事業費合計

4,738千円

当 初 積 算 内 容

　・屋外拡声子局整備（72本） 341,136千円 341,136千円

事業費合計 487,617千円 487,617千円 事業費合計

　・移動局整備 146,481千円 146,481千円 一　式

区　　分 事業費 内　　容 回答日

提出済額 94,760千円 平成25年度事業費 H25.2.18

今回提出額 215,440千円
26年度事業費222,000千円-25年度執行残額
6,560千円（提出済額94,760千円-実績額
88,200千円）

未提出額 177,417千円 平成27年度事業費

合計 487,617千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 8 - 2 平成２６年４月時点

【事業概要及び東日本大震災の被害との関係】

【当面の事業概要】 【事業位置図】
＜平成２６年度＞

借地料
＜平成２７年度＞

借地料
＜平成２８年度＞

借地料

事業費合計

※

※特に関連する基幹事業:D-23-7

【参考】

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の事業名称 復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 船越・田の浜地区防災集団移転促進土砂仮置場管理事業

回答日

全体事業費 66,000 （千円）

　山田町復興事業の造成工事等から発生する土砂を防潮堤やその他復興事業に流用す

るため、土砂利用時期まで一時仮置きをする。

このことから、仮置きに必要な土地を借り上げるための借地料を計上するものであ

る。

22,000千円

22,000千円

22,000千円

66,000千円

区　　分 事業費 内　　容

なお、当該仮置場から他地区の受入
先への搬出をもって事業完了とす
る。（現時点での完了目標年度は平
成28年度とする）

提 出 済 額 0千円

今 回 提 出 額 22,000千円 平成26年度事業費

未 提 出 額 44,000千円 平成27年度以降事業費

合 計 66,000千円


